
アジア３Ｒ推進フォーラム第３回会合 

議長サマリー（概要） 

 

１．意義 

 アジア３Ｒ推進フォーラム第３回会合の成果文書として、議長サマリー及び

その付属文書として「アジアにおける資源効率的な社会の達成に向けた３Ｒに

関するシンガポールフォーラム提言」が取りまとめられた。 

この議長サマリー及びシンガポールフォーラム提言は、来年６月に開催され

るリオ+20 に対する地域のインプットとして提出される予定である。 

 

２．議長サマリー概要 

（１）開会挨拶 

○高山智司環境大臣政務官は、東日本大震災に対して国際社会から寄せられた

協力と支援に対する感謝を表明するとともに、災害廃棄物の処理においてもリ

サイクル可能なようにできるだけ分別を行っていることを紹介し、持続可能な

開発において資源の効率的利用と廃棄物の発生削減が重要であること、３Ｒの

推進において技術は大きな役割を果たしうるが市場に委ねていては十分な普及

が見込めないことから法的・制度的枠組が重要であることを強調した。 

 

○シンガポール環境水資源省のビビアン・バラクリシュナン大臣は、食料、水、

大気、鉱物資源、エネルギーは、人類発展の制約要因になるであろうとの見解

を示し、廃棄物をただ捨てるものから資源として取り扱い、３Ｒを実施してい

くというパラダイムシフトが必要と述べた。 

 

（２）今後進むべき方向 

○各国は、アジアにおける効果的な３Ｒの推進に向けた合意形成に向け努力す

るべきである。この目的のために、このフォーラムでは、「アジアにおける資源

効率的な社会の達成に向けた３Ｒに関するシンガポールフォーラム提言」につ

いて満場一致で合意した。この提言は、３Ｒと資源効率性に関連する幅広い分

野と課題をカバーした提言を包括的にまとめたものであり、東京３Ｒ宣言及び

過去に開催されたアジア３Ｒ推進フォーラムの会合で行われた協議を踏まえて

作成されたものであり、アジア諸国に対しグリーン経済への移行を促すもので

ある。 

 

○「地方自治体の廃棄物管理サービスを拡大するための国際パートナーシップ

（IPLA）」は、地方自治体と技術者及び専門家、民間セクター、国際社会とを結

びつけることによって、技術移転を促進するけん引役となりうるものである。 
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○資源効率性、資源保護、廃棄物減量化、リサイクルプロジェクトを促進する

ための３Ｒ促進に特化した資金メカニズムが必要である。 

 

○電気電子廃棄物、海洋環境におけるプラスチック等の新たな廃棄物には、地

域全体における高い回収率を目指した特別の国内的及び国際的な活動が必要で

ある。 

 

○グリーン調達政策は、環境製品に対する市場の需要を喚起することにより、

３Ｒ技術の採用を推進している。このため、公共セクターのみならず民間セク

ターにおいても、グリーン調達政策の採用を奨励することが必要である。 

 

○関係省庁は、中小企業や他の利害関係者に３Ｒ及び資源効率化技術の有益な

側面について啓蒙するため、国際機関、援助機関と共同で、主要セクターにお

けるパイロット及び実証プロジェクトを促進すべきである。 

 

○国際協力及び技術移転においては、成熟技術の適用に焦点を当てるだけでな

く、新たな技術の開発研究の支援も行うべきである。 

 

○３Ｒ市場を強化させ効率化させるために、各国は、地域内における３Ｒ製品

に対する工業標準の開発及び調和を考慮する。 

 

○各国は３Ｒ作業に従事している労働者、特にインフォーマルセクターの労働

者のため、労働安全衛生基準を達成するための努力をすべきである。また、労

働者が３Ｒ作業において効果的な役割を果たすための能力向上に向け、研修や

能力開発の実施を検討すべきである。 

 

○各国は、全てのレベルの教育において、３Ｒ概念を導入するよう検討すべき

である。さらに、専門家や従事者のための特別の３Ｒカリキュラムを作成する

べきである。 

 

○各国政府は、知的所有権（IPR）及び特許の保護を十分考慮しつつ、企業間の

技術移転を促す政策及びプログラムを促進すべきである。 

 

○各国政府は、使用済み製品の適切な管理を確実に行い、製品設計の変更を誘

導するため、製造セクターと共同で拡大生産者責任（EPR）システムを検討すべ

きである。各国は、地域レベルでの EPRの活用を模索する。 



 

○各国政府は官民連携（PPP）によってエコタウン、エコ工業地帯、知識センタ

ーなどの３Ｒインフラ及びサービスを構築すべきである。 

 

○バーゼル条約、ストックホルム条約及びワイガニ条約を考慮して３Ｒ関連の

使用済み製品及び廃棄物の越境移動に対処するための地域及び国際協力を強化

すべきである。 

 

○グリーン経済に関係する全てのセクター（特に工業、サービス、農業、運輸、

エネルギー、建設、観光、林業、漁業、廃棄物管理、水）における資源効率化

の達成において、３Ｒ政策・プログラム・技術が成し得る重要な貢献を考慮す

ると、３Ｒを主流化するためのセクター別アプローチを検討する必要がある。 

 

３．シンガポールフォーラム提言概要 

 議長サマリーの付属文書として、「アジアにおける資源効率的な社会の達成に

向けた３Ｒに関するシンガポールフォーラム提言」が取りまとめられた。これ

は、３Ｒ及び資源効率性に関する幅広いセクターと課題に関する提言を包括的

にまとめたものである。 

 

（主な提言の内容） 

Ａ．都市・工業地域における３Ｒ 

１）都市廃棄物における３Ｒ 

 廃棄物削減のための経済的措置（容積に応じた回収料金制、埋立税、

預り金払い戻し制度等）の導入、有機廃棄物の資源としての利用、リサ

イクル市場の拡大など 

２）工業分野における３Ｒ 

民間セクターによる資源効率性向上への政策及び支援の拡大、エコタ

ウンの設立、研究開発・知見の共有・技術移転の必要性、地域における

資源効率技術の利用のための能力開発など 

３）新たな種類の廃棄物について 

 海岸地域におけるプラスチック廃棄物問題への対応、E-waste の適正

処理及び違法輸出の防止のための制度の導入、E-waste に対する拡大生

産者責任（EPR）の導入など 

 

Ｂ．地方における３Ｒ 

 ４）農業分野における３Ｒ 

 食糧の生産・流通におけるロスの低減、農業バイオマスの再利用・再



生利用の推進、農業政策における省庁横断的な連携による３Ｒの導入な

ど 

 

Ｃ．分野横断的課題 

 ５）ゼロウェイストに向けたパートナーシップ 

 廃棄物管理におけるパートナーシップの推進、廃棄物管理における官

民の責任と役割の共有、「地方自治体の廃棄物管理サービスを拡大する

ための国際パートナーシップ（IPLA）」等の国際パートナーシップの効

果的な活用など 

 ６）知識基盤と研究ネットワークの強化 

 知識基盤と研究ネットワーク強化のための産学官連携の促進、政策立

案における市民・民間セクター・学界からの建設的提言を受ける仕組み

の導入、国際的ネットワークとの連携による国内ネットワークの強化な

ど 

 ７）市民の意識向上 

 ＮＧＯや地方自治体と連携した３Ｒに関する市民の意識向上、環境教

育における３Ｒや資源効率性等の概念の導入、経済的措置の導入等によ

る市民の３Ｒ行動の促進など 

 ８）制度の整備 

 環境以外の関連省庁の政策における３Ｒ概念の統合、省庁間連携の強

化、グリーン購入の推進、資源やエネルギーの持続不可能な利用を促進

する補助金の段階的廃止など 


